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１ 計画策定の趣旨 

 

本市は、昭和４７年（１９７２年）に第１次となる「阿南市総合開発計画」を策定してから、これまで５度

にわたり総合計画を策定し、将来都市像の実現に向けた施策を展開してきました。現在は、平成２３

年（２０１１年）３月に策定した第５次阿南市総合計画に基づき、市民一人ひとりが「阿南に住んでよか

った」と、しあわせを実感できるまちづくりを推進しています。 

平成１８年（２００６年）の合併から１３年を経て、近年においては、急速に進行する人口減少と少子

高齢化が社会的な課題となっており、地域経済の停滞に加え、税収の減少や社会保障費の増大、地

域コミュニティ機能の低下など、さまざまな形で地域の活力に大きな影響を及ぼすことが懸念されて

います。 

また、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、国内のみならず世界各国の社会経済活動が停

滞し、景気が急速に悪化するなど、先行きが見通せない状況となっています。 

このような厳しい時代の中にあっても、複雑化・多様化する地域課題や市民のニーズに的確に対

応していくためには、社会の潮流や将来を見据え、本市が目指すべき将来像やまちづくりの方向性

を明確にし、必要な施策にスピード感を持って取り組む必要があります。 

こうしたことから、新しいまちづくりと市政運営の基本方針として、「阿南市総合計画２０２１▶２０２８

（以下「総合計画」という。）を策定します。 

 

 

 

２ 計画の位置づけ 

 

総合計画は、「阿南市総合計画策定に関する規程」を策定根拠とする計画であり、市政運営にお

ける最上位に位置づけるとともに、市民主体による将来のまちづくりに向けた基本的な指針となるも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総合計画の策定に当たって 
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３ 計画策定に当たっての基本的な考え方 

 

 

    市政運営の根幹となる計画 
 

これまで、総合計画の計画期間は、おおむね１０年としていましたが、市長任期と整合を図

ることにより、市長公約を可能な限り反映した計画とするため、計画期間を８年（基本計画は４

年目に見直し）とし、社会経済情勢や環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる計画とします。 

 

 

    社会経済情勢の変化を的確に捉えた計画 
 

アンケート調査やワークショップの実施及び出前市長による市民ニーズの把握はもちろん

のこと、近年では、人口減少社会を見据えた地方創生や持続可能な社会経済の発展が求め

られるなど、環境が大きく変化していることを踏まえ、それらを的確に捉えた計画とします。 

 

 

    地域の特性を生かした計画 
 

伝統や文化、自然や産業など各地域が持つ特性を生かし、魅力の向上と活性化を図りなが

ら、全市域の一体的な発展を目指す計画とします。 

 

 

    検証可能で実効性の高い計画 
 

計画の成果、効果を的確に検証することができ、事業内容の見直しや予算配分等に検証結

果を随時適切に反映できる計画とします。 

 

    分かりやすい計画 
 

構成や表現等が簡潔明瞭であり、誰にとっても分かりやすい計画とします。 

 

 

    持続可能なまちづくりに対応した計画 
 

平成２７年（２０１５年）に国連サミットで採択された持続可能な開発目標（SDGｓ〔エス・ディ

ー・ジーズ〕：Sustainable Development Goals）を受け、ＳＤＧｓの理念を取り入れ、持続

可能なまちづくりの実現のため、すべて施策にＳＤＧｓの１７のゴールを関連付けます。 

 

 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 
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４ 総合計画の構成と計画期間 

 

 

     計画の構成 
 

     総合計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」の三層構造で構成します。 
 

■基本構想 

 

 

 

 
 

 

 

■基本計画  

 

 

 
 

■実施計画 

実施計画は、基本計画で掲げた「施策」を達成するための手段として、主要な「事業」

を示すものです。 

 

 

     計画期間 
 

総合計画の期間は、令和３年度（２０２１年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの８年間と

します。基本計画は、４年目（２０２４年度）に実施する検証・評価に基づき見直しを行い、実施

計画は、基本計画開始年度に３か年の計画を策定し、ローリング方式により見直しを行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

８年間 

８年間 

３年間 

検証 

評価 

見直し 

毎年度、評価・見直し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 
2021 年度 
令和３年度 

開 始 年 度 

2024 年度 
令和６年度 

中 間 年 次 

2028 年度 
令和 10年度 

目 標 年 次 

１ 

２ 

基本構想は、本市が総合的かつ

計画的な行政運営を進めていくため

の長期的なまちづくりの指針として

定めるもので、目指すべき将来都市

像を描き、それを実現するための「政

策の大綱」を示すものです。 

基本計画は、基本構想で示した

「政策の大綱」に沿って、その具体的

な「施策」を体系的に示すものです。 

実施計画 

基本計画 

基本構想
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５ 計画の進行管理と行政評価 

 

総合計画は、本市の行政運営における最上位計画であり、この計画に位置づけられた施策や事

業の進捗の把握、成果の検証を行い、その結果を次年度以降の施策に反映させていくことが求め

られます。 

また、刻々と変化する社会・経済情勢に臨機応変に対応していくためには、現状を分析し、時代

の変化に合わせて効果的に政策を実施していくことが求められます。 

このため、行政評価を活用し、基本計画や実施計画に掲げている施策・事業の評価を行い、そ

れぞれの成果目標の達成状況や課題等を検証するＰＤＣＡ〔ピー・ディー・シー・エー〕サイクル¹を

回すとともに、社会情勢の変化や多様化する市民のニーズを常に把握し、迅速に対応していく 

ＯＯＤＡ〔ウーダ〕ループ²を組合せることにより、新たな総合計画の確実な推進を図ります。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

¹ ＰＤＣＡサイクル  Plan（計画）、Ｄｏ（実行）、Check（評価）、Action（改善）の頭文字をとったもので、永続的な行政目標の達

成に向けて、自ら計画を策定・実行し、改善していく行政経営の方法です。 

² ＯＯＤＡループ  Observer（観察）、Orient（情勢判断）、Decide（意思決定）、Action（行動）の頭文字をとったものです。現

状を把握・分析し、時代の変化に合わせた新しい政策をより効果的に行っていくためのもので、近年は、ＰＤＣ

Ａサイクルを補完する経営手法として注目されています。 

計画 

Plan 
実行 

Ｄｏ 

改善 

Aｃｔion 

評価 

Check 

PDCA 

サイクル 

Observer Orient Decide Aｃtion 

観察 情勢判断 意思決定 行動 

相互補完的に活用 

ＯＯＤＡループ 

フィードバック 

実行 実行 
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１ 本市の特性 

 

     地理的特性 
 

本市は、徳島県の海岸線のほぼ中央にあり、四国の最東端に位置しています。西は勝浦郡

勝浦町と那賀郡那賀町に、南は海部郡美波町に、北は小松島市に接しており、好天の日には、

紀伊半島や淡路島を望むことができます。 

市内には、一般国道５５号とＪＲ牟岐線が南北の、一般国道１９５号が東西の交通の骨格を

形成し、離島・伊島との間に連絡船が運航しています。また、高速バスの利用により、東京方

面や京阪神方面とのアクセスが確保されています。 

 

     自然的特性 
 

本市は、那賀川水系により形成された沖積平野と、リアス式海岸を持つ臨海部、また四国

山系の東端に連なった山地からなる豊かな自然あふれるまちです。 

日本には四季がありますが、本市は四季の変化がはっきりしている北緯２５度から４５度の

ほぼ中間（北緯３４度）に位置しているため、四季の変化が明瞭であるだけでなく、それぞれの

季節の長さがほぼ等分に現れるのが特徴です。 

一年の平均気温は１６．８度（蒲生田における過去２３年間の平均）と比較的温暖な気候で、

四季折々の山海の幸に恵まれているほか、貴重な動植物が生息する自然の宝庫です。 

 

     歴史的特性 
 

私たちの暮らしに豊かな恵みをもたらしてきた清流「那賀川」が歴史に登場したのは、『日本

書紀』の中です。西暦４５０年頃、この地は「長」の国と呼ばれ、そこを流れる「長川」がその語

源といわれています。 

室町時代後期、初代・阿波公方となった足利義冬の子義栄が、１５６８年に室町幕府１４代将

軍となり、この国に最も影響を与えました。 

また、牛岐（富岡）の地では、阿波国守護細川氏の家臣、新開実綱が治め、その後、蜂須賀

家政の甥、細川政慶が城代となり、「牛岐」の地名は縁起の良い「富岡」に改められ、明治維新

まで城下町が形成されました。 

阿南市は、昭和３３年（１９５８年）５月１日に、当時の富岡町と橘町が合併して市制を施行。

臨海部を中心とする企業誘致を成長政策に掲げ、「豊かな自然と調和した産業都市」として成

長・発展を遂げてきました。 

その後、平成の合併により、平成１８年（２００６年）３月２０日に那賀川町、羽ノ浦町を編入し、

現在に至っています。 

第２章 市の概要 

１ 

２ 

３ 
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２ 沿革 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

明治２２年 大正１年～１０年 昭和１５年 昭和２９年～31年 昭和３３年 平成１８年 

大野村 

宝田村 

長生村 

中野島村 

富岡町 

加茂谷村 

見能林村 

桑野村 

新野村 

福井村 

椿村 

橘浦村 

平島村 

今津浦村 

羽ノ浦村 

富岡町 

新野町 

椿町 

橘町 

桑野町 

橘町 

今津村 

羽ノ浦町 

那賀川町 

阿南市 
（市制施行） 

阿南市 

 

■阿南市 

■那賀川町 

■羽ノ浦町 

那賀川町は、昭和３１年（１９５６年）９月３０日に今津村と平島村の合併によって誕生し、平成１８年３

月２０日に阿南市に編入するまで、およそ５０年の歴史を歩みました。 

羽ノ浦町は、大正７年（１９１８年）２月１１日に町制を施行し、羽ノ浦村から羽ノ浦町に改称。平成１８年

３月２０日に阿南市に編入するまで、８８年余りの歴史を歩みました。 

阿南市は、昭和３３年（１９５８年）５月１日に、当時の富岡町と橘町が合併して誕生しました。平成１８

年（２００６年）３月２０日に那賀川町、羽ノ浦町を編入し、現在に至っています。 

ちなみに、「阿南」という名称は、阿波の南に位置することから、そう名付けられました。 

S29.3.31 

合併 

S３０．１．１編入 

S３０．３．１６編入 

S１５．２．１１町制 

S３０．４．１５編入 

Ｔ４．１１．１０町制 

Ｔ１．１０．１町制 

Ｓ１５．７．１町制 
Ｓ３０．３．２６ 

合併 

Ｓ３３．５．１ 

合併 

Ｔ１０．１．１改称 

Ｔ７．２．１１町制 

Ｓ３１．９．３０合併 
Ｈ１８．３．２０編入 

Ｈ１８．３．２０編入 

Ｍ３８．１０．１０まで富岡村 

Ｍ２６．４．１まで長池村 

大野村大字下大野字明見 Ｓ２９．３．３１編入 
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３ これまでの総合計画 

 

   本市では、昭和４７年（１９７２年）４月の「阿南市総合開発計画」の策定に始まり、これまで５度に

わたり総合的な計画を策定し、将来都市像の実現に向けた施策を展開してきました。 

   総合計画の計画期間は、おおむね１０年としていましたが、市長の任期と整合を図り、可能な限

り市長公約を計画に反映するため、本計画の計画期間は８年とし、社会経済情勢や環境の変化に

迅速かつ柔軟に対応していくこととしました。 

 

区分 計画書 将来都市像・愛称 計画期間・施策 

第１次 

 

未来像 
明るく、住みよい、豊かな都市 

計画期間 （１４年間） ※実際は昭和５５年まで 

 昭和４７年（１９７２年）～昭和６０年（１９８５年） 
 
市民生活の目標 
１ 市民のすべてが、快適で安全な近代的都市生活 
が享受できる、明るく美しい都市 

２ 教育文化施設、生活環境を整備し、住民福祉の 
向上を図り、人間性豊かな、健康で住みよい都市 

３ 調和のとれた開発を促進し、市民所得の増大を 
  図り、豊かで働きやすい都市 

 

 

都市目標 

水と緑の青年産業都市 

計画期間 （１０年間） 

 昭和５５年（１９８０年）～平成２年（１９９０年） 
 
まちづくりの目標 
１ 県南地域の中心となる産業のまち 
２ 水と緑の豊かなまち 
３ 地域に根ざした新しい文化をつくるまち 
４ 市民ひとりひとりがつくる自治のまち 
５ つりあいのとれた住みよいまち 
６ すべての市民の人権を守る福祉のまち 

第３次 

 
まちづくりの基本コンセプト 
マリンブルーに輝く 
ふれあい交流都市・あなん 

－県南中核１０万都市の実現を目指して－ 

 
愛称 

 あなん ＪＵＭＰ・21 

計画期間 （１０年間） 

 平成３年度（１９９１年度）～平成１２年度（２０００年度） 
 
まちづくりの基本方向 
１ 魅力ある高度な産業都市づくり 
２ 市民文化性の高い交流都市づくり 
３ たがいに思いやり共に生きる健康都市づくり 
４ 水と緑に包まれた公園都市づくり 
５ 活力と賑わいのあふれた都市づくり 

第４次 

 

将来像 
活力あふれ  

豊かな心でふれあう阿南 
 

愛称 

みんなとともに輝く阿南 

計画期間 （１０年間） 

 平成１３年度（２００１年度）～平成２２年度（２０１０年度） 
 
施策目標 
１ 活力をよぶ産業都市づくり 
２ 人々が集う交流都市づくり 
３ 潤いあふれる海と川と緑の環境都市づくり 
４ 心かよう温かい健康福祉都市づくり 
５ 歴史と個性が輝く生涯学習・文化都市づくり 

第５次 

 
将来像 

ひと、まち、心をつなぐ  
 
えがお     こうりゅう 

笑顔の光流都市 
～快適・輝き・創造の未来へ～ 
 

愛称 
ニイマル ニイマル 

しあわせ 阿南 ２０２０ 

計画期間 （１０年間） 

 平成２３年度（２０１１年度）～令和２年度（２０２０年度） 
 
施策 
１ 心地よく住みやすいまちをつくる 
２ 健やかで笑顔のあるまちをつくる 
３ 美しくひかり輝くまちをつくる 
４ 活力と夢を育むまちをつくる 
５ 豊かな心と学びのまちをつくる 
６ みんなで築くまちをつくる 

ジャンプ 
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４ 人口・世帯数の推移と将来見通し 

 

     人口 
 

本市の人口は、昭和５５年（１９８０年）にピークを迎え、その後は緩やかに減少しています。 

令和２年（２０２０年）１月現在の人口は約７万人で、２０３０年には約 61,100 人、２０４０年には

約52,800人まで減少すると見込まれています。また、老年人口（６５歳以上）は２０２０年をピー

クに減少に転じますが、高齢化率は上昇し続け、２０４０年には38.1％になる見込みです。 

年齢３区分別の人口構成比をみると、年少人口（0－１４歳）と生産年齢人口（15－６４歳）は

減少し続け、生産年齢人口の減少は、地域経済における生産性などに大きな影響を与えること

が懸念されます。 

 

■総人口の推移と将来見通し 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

■年齢３区分別人口割合の推移と将来見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

※推計値 

23.6 22.5 18.5 15.0 13.5 12.1 10.7 10.5 

67.0 66.0 
65.9 

63.2 59.7 
54.7 53.9 51.4 

9.4 11.5 15.6 21.8 26.8 33.2 35.4 38.1 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2030年 2040年1970 年 
昭和 45 年 

1980 年 
昭和 55年 

1990 年 
平成２年 

2000 年 
平成 12年 

2010 年 
平成 22年 

2020 年 
令和 2年 

2030 年 
令和 12年 

2040 年 
令和 22年 

■年少人口（0-14 歳）  ■生産年齢人口（15-64 歳）  ■老年人口（65歳以上） 

9.4
11.5

15.6

21.8

26.8

33.2
35.4

38.1

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年 2030年 2040年

14歳以下 15～64歳 65歳以上 高齢化率

※推計値 

1970 年 
昭和 45 年 

1980 年 
昭和 55年 

1990 年 
平成２年 

2000 年 
平成 12年 

2010 年 
平成 22年 

2020 年 
令和 2年 

2030 年 
令和 12年 

2040 年 
令和 22年 

7,209 人 9,555 人 12,589 人 20,283 人 22,993 人 20,139 人 

51,340 人 54,571 人 53,140 人 45,189 人 37,813 人 27,143 人 

18,058 人 18,584 人 14,929 人 10,244 人 8,351 人 5,559 人 

17,191 人 

49,952 人 

11,828 人 

21,614 人 

32,952 人 

6,558 人 

76,607 人 82,710 人 80,658 人 75,716 人 69,157 人 52,841 人 78,971 人 61,124 人 

老年人口 
（65歳以上） 

生産年齢人口 
（15－64歳） 

年少人口 
（0-14歳） 

計 

（人） （％） 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数調査） 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数調査） 

総人口のピーク   高齢者人口のピーク 
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■人口ピラミッド 

       平成２７年（２０１５年）と２０４０年の人口ピラミッドを比較すると、人口規模が縮小し、団塊

ジュニア世代が高齢者となり、少子化が更に進むことが分かります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ■地区別推計人口の変化率 

平成２７年の人口を１００とした場合の地区別人口の変化をみると、加茂谷、新野、福井、

椿（伊島）地区において、人口減少が比較的早く進むことが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ■総人口に占める地区別人口の割合 

平成２７年と２０４０年の地区別人口の割合を比較すると、羽ノ浦、那賀川、宝田の３地区

の割合が高くなることが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015年 20３０年 20４０年 
（平成２７年） 

1,357 

1,562 

1,679 

1,767 

1,228 

1,454 

1,826 

2,165 

2,488 

2,125 

2,151 

2,374 

2,773 

3,240 

2,458 

2,305 

2,102 

1,579 

1,042 

0人 1,000人 2,000人 3,000人 4,000人

女 性1,407 

1,619 

1,742 

1,992 

1,480 

1,680 

1,919 

2,227 

2,533 

2,087 

2,095 

2,209 

2,711 

3,076 

2,171 

1,845 

1,438 

805 

308 

0人1,000人2,000人3,000人4,000人

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男 性

※総人口には年齢・国籍不詳人口314人が含まれている

2015年

男性 35,344人 女性 37,675人

総人口 計73,019人

805 

927 

1,010 

998 

800 

939 

1,037 

1,136 

1,280 

1,206 

1,391 

1,723 

1,983 

2,231 

1,855 

1,822 

1,850 

1,689 

1,852 

0人 1,000人 2,000人 3,000人 4,000人

女 性
847 

957 

1,013 

1,118 

866 

1,189 

1,346 

1,462 

1,616 

1,639 

1,611 

1,774 

2,029 

2,190 

1,692 

1,567 

1,372 

1,155 

864 

0人1,000人2,000人3,000人4,000人

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90歳以上

男 性

男性 26,307人 女性 26,534人

総人口 52,841人
２０１５年 ２０40年 

羽ノ浦

17.6 ％

那賀川

14.9 ％

見能林

14.8 ％富岡

14.2 ％中野島

6.4 ％

桑野 5.2 ％

新野 4.7 ％

宝田 4.1 ％

長生 4.0 ％

橘 3.4 ％

大野 3.2 ％

福井 2.9 ％
加茂谷 2.6 ％ 椿 2.0 ％

羽ノ浦

22.6 ％

那賀川

17.3 ％

見能林

14.4 ％

富岡

13.4 ％宝田5.9 ％

中野島

4.9 ％

桑野 4.8 ％

長生 3.5 ％

大野 3.3 ％

新野 2.8 ％

橘 2.2 ％

福井 2.0 ％
加茂谷 1.7 ％

椿 1.2 ％

【２０１５年】 【２０40 年】 （平成２７年） 

100％以上
80％以上100％未満
60％以上80％未満
40％以上60％未満
20％以上40％未満
20％未満20％未満 

20％～４０％ 

40％～６０％ 

60％～８０％ 

80％～100％ 

100％以上 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数調査） 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数調査） 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数推計報告書） 
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     自然動態・社会動態の推移 
 

人口増減の要因となる自然動態・社会動態の推移をみると、平成２年（１９９０年）までは社

会減と自然増の状態が続いていましたが、平成１２年（２０００年）から自然減に転じ、平成２２

年（２０１０年）からは自然減・社会減の状態が続いています。近年では、自然減の割合が大き

くなり、少子高齢化が進む今後においては、その傾向は更に拡大すると想定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     移住者数の推移 
 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0
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H27 H28 H29 H30

７３０ 

４９１ 

３０１ 
２５６ 

２２０ ２１９ １９８ １９３ 
１６４ １５７ 

■県内の自治体における県外からの移住者数 （Ｈ２７－Ｈ３０） 
（人） 

0

20

40

60

80

100

120

140

H27 H28 H29 H30

■本市への県外からの移住者の都道府県別内訳 （人） 

119 

76 
7１ 

55 

40 
34 

30 28 26 24 
21 17 16 

12 11 11 

２ 

３ 

徳島県が統計を取り始めた平成２７年

度から平成３０年度までの４年間の県内

への移住者数をみると、阿南市は７３０人

で最も多く、年度ごとにみても、平成２８

年度を除く３か年でいずれも県内トップと

なっています。 

阿南市への移住者を都道府県別にみ

ると、大阪府が１１９人で最も多く、次いで

東京都の７６人、兵庫県の７１人、香川県

の５５人の順に多くなっています。 

また、移住者の内訳を世代別にみると、

２０代が１９５人で最も多く、３０代までの

若年層の移住者が全体の４分の３を占め

ています。 

-1000

-800
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-400

-200

0

200

400

600

800

（人） 

1975 年 
昭和 50 年 

1980 年 
昭和 55年 

1990 年 
平成 2年 

1995 年 
平成 7年 

2000 年 
平成 12年 

2005 年 
平成 17年 

2015 年 
平成 27年 

2019 年 
令和元年 

1985 年 
昭和 60年 

2010 年 
平成 22年 

■自然増減  ■社会増減 

（国勢調査） 
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20歳未満 20代 30代 40代 50代 60歳以上 不明

■県内外からの移住者の年齢別内訳 （人） 

108 

195 

108 

58 

34 

50 

４ 

■Ｈ３０ ■Ｈ２９ ■Ｈ２８ ■Ｈ２７ 

■Ｈ３０ ■Ｈ２９ ■Ｈ２８ ■Ｈ２７ 

■Ｈ３０ ■Ｈ２９ ■Ｈ２８ ■Ｈ２７ 

（徳島ふるさと回帰推進協議会） 
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     世帯数 
 

本市の一般世帯数は、平成２７年（２０１５年）は２７，１２９世帯でしたが、２０３０年には 

約２４，５００世帯に、２０４０年には約２２，０００世帯に減少することが見込まれています。 

      世帯類型別にみると、「単独世帯」は、平成２７年の７，０２５世帯（25.9％）から、２０３０年に

は７，２７２世帯（29.6％）に増加する見込みです。また、「核家族世帯」は、「夫婦のみ世帯」が

微増し、「夫婦と子からなる世帯」は減少する見込みで、全体としては減少していく見通しです。 

 

      ■一般世帯数の推移と将来見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ■高齢者の人口と単独世帯等の将来見通し 

        ６５歳以上の高齢者人口は、２０２０年をピークに減少に転じる一方、高齢者の単独世帯

は２０３０年にかけて増加し、一人暮らしの高齢者比率も上昇し続けると見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

20,283 
22,250 22,993 22,533 21,614 

20,539 20,139 

2,530 3,233 3,592 3,687 3,722 3,674 3,700 

12.5
14.5
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0
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25,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

高齢者人口 高齢者の単独世帯 一人暮らしの高齢者比率

（人、世帯） （％） 

5,250 4,318 3,694 3,255 2,927 2,644 2,398 

2,462 
2,549 

2,563 2,506 2,410 2,314 2,180 

7,447 
7,449 

7,188 
6,821 6,478 6,119 5,757 

5,550 
5,763 

5,804 
5,698 

5,440 
5,149 

4,869 

6,137 7,025 
7,220 

7,290 
7,272 

7,096 
6,804 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

系列1 系列2 系列3 系列4 系列5

※推計値 
(世帯) 

2010 年 
平成 22年 

2020 年 
令和 2年 

2030 年 
令和 12年 

2040 年 
令和 22年 

2015 年 
平成 27年 

2025 年 
令和 7年 

2035 年 
令和 17年 

26,851 27,129 
26,469 

25,570 
24,527 

23,322 
22,008 

■単独世帯 ■核家族世帯（夫婦のみ） ■核家族世帯（夫婦と子） ■核家族世帯（ひとり親と子） ■その他一人世帯 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数推計報告書） 

（国勢調査・阿南市人口・世帯数推計報告書） 
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財政調整基金 減債基金 特定目的基金

（万円） 

（年度） 

■義務的経費 ■投資的経費 ■その他の経
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5,000,000
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15,000,000

20,000,000

25,000,000

30,000,000

35,000,000

40,000,000

５ 財政の状況 

 

     一般会計の性質別決算額の推移 
 

平成１８年の合併以降、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）は約１６０億円で推移してい

ます。また、投資的経費は、大型事業が続いた平成２４年度から平成２６年度にかけて大きく

増加し、義務的経費と投資的経費を除いたその他の経費は、約１２０億円で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

     市債現在高（普通会計）の推移 
 

平成３０年度決算における市債現在高は、約３６２億５千万円で過去最高額となっており、

平成２０年度以降は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

     積立金現在高の推移 
 

橘湾石炭火力発電所建設後の平成１３年度から徐々に増え始め、平成２４年度には約２５９

億２千万円に達しました。その後、大型事業の実施により基金の一部を取り崩したため、平成

３０年度末の現在高は約１７９億２千万円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 
約357億円 

 
約3６２億円 

 
約２５９億円 

 
約１７９億円 

２ 

３ 

（千円） 

（年度） 

（千円） 

（年度） 
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     財政指数（財政力指数等） 
 

本市の平成３０年度の財政力指数は０．８５で、前年度から０．０１低下したものの、全国や類

似団体（国勢調査人口と産業構造が類似する市）の平均値を大きく上回っており、６９の類似

団体の中では５位の財政力を誇っています。 

また、平成３０年度の経常収支比率は８９．７％で、全国や類似団体の平均値より低いもの

の、年々増加傾向にあり、財政の硬直化が懸念されます。 

一方、平成３０年度の実質公債費比率は５．２％で、全国平均より０．９％、類似団体平均よ

り２．６％下回っており、また、将来負担比率も値が生じていないことから、比較的健全な財政

状況にあると言えます。 

 

   ■財政力指数 

 （地方公共団体の財政力を示す指標で、１を上回れば地方交付税が交付されない、いわゆる不交付団体となります。） 

 

 

 

 

 
 

   ■経常収支比率 （財政構造の弾力性を判断するための指標で、低いほど財政運営に自由度があると言えます。） 

 

 

 

 

 
 

   ■実質公債費比率  

（一般財源の規模に対する公債費の割合を示す指標で、数値が低いほど健全な財政状況にあると言えます。） 

 

 

 

 

 
 

   ■将来負担比率  

（将来の財政を圧迫する可能性の度合を示す指標で、算出されない場合は「－（ハイフン）」と記載します。） 

 

 

 

 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

阿南市 1.08 0.99 0.91 0.89 0.89 0.91  0.90  0.89  0.88  0.86  0.85  

類似団体 0.66 0.64 0.61 0.65 0.63 0.63  0.63  0.53  0.52  0.51  0.51  

全国 0.56 0.55 0.53 0.51  0.49  0.49  0.49  0.50  0.50 0.51 0.51 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

阿南市 80.4  85.8  77.9  85.1  87.2  83.6  84.2  88.3  91.5  88.5  89.7  

類似団体 93.0  91.8  87.9  89.6  90.2  89.6  90.9  88.7  91.0  91.5  92.2  

全国 91.8 91.8 89.2 90.3 90.7 90.2 91.3 90.0 92.5 92.8 93.0 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

阿南市 12.3 11.9 10.9 9.6 8.7 7.9 7.0 5.7 9.7 5.2 5.2 

類似団体 14.3 13.9 12.9 11.1 10.3 9.6 8.8 9.0 10.0 8.0 7.8 

全国 11.8 11.2 10.5 9.9 9.2 8.6 8.0 7.4 6.9 6.4 6.1 

 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

阿南市 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

類似団体 113.2 106.7 88.1 69.2 58.2 50.3 45.9 39.0 32.5 30.2 25.4 

全国 100.9 92.8 79.7 69.2 60.0 51.0 45.8 38.9 34.5 33.7 28.9 

４ 

（％） 

（％） 

（％） 
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６ 公共施設の状況 

 

     建物系公共施設の総量 
 

本市は、建物系公共施設を７３７施設所有しており、その総面積は全国平均（３．２２㎡／人）

の約１．８倍となっています。 

旧耐震基準時代の昭和４９年（１９７４年）から昭和５６年（１９８１年）までの８年間に多くの施

設を建設しており、それぞれの耐用年数を更新時期とした場合、２０１９年から２０３１年にかけ

て集中し、その後も３年から４年おきに更新施設の総量が大きく伸びる見込みとなっています。 

 

■更新時期を迎える建物系公共施設の総量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     橋りょうの総量 
 

市が建設した橋長が１５ｍ以上の橋りょうは７９橋あり、その耐用年数を更新時期とした場

合、２０２０年以降、１０年から１５年ごとに更新時期を迎える橋りょうの総量が伸びる見込みと

なっています。 

 

■更新時期を迎える橋りょう（１５ｍ以上）の総量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 
今後１３年間に集中 

耐用年数経過 

２ 

（固定資産台帳） 

（橋りょう台帳） 

（年度） 

（㎡） 

（年度） 

（ｍ） 
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７ 学校の状況 

 

     小学校別児童数の推移と将来見通し 
 

平成３０年（２０１８年）の児童数は３，８１２人で、その内、羽ノ浦小学校が６９０人で最も多く、

最も少ないのは伊島小学校で５人となっています。 

平成３０年時点における令和６年の児童数推計では、平島、岩脇など一部の小学校で増加

する見込みですが、全体的に減少傾向にあります。 

 

■小学校別児童数の推移と将来見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     中学校別生徒数の推移と将来見通し 
 

平成３０年の生徒数は１,７７８人で、その内、阿南中学校が５０５人と最も多く、最も少ない

のは伊島中学校で６人となっています。 

平成３０年時点における令和６年の生徒数推計では、阿南、羽ノ浦、阿南第一、阿南第二な

ど一部の中学校で増加する見込みですが、全体的に減少傾向にあります。 

 

■中学校別生徒数の推移と将来見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

（人） 

（人） 
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８ 産業の動向 

 

     就業人口 
 

本市の就業人口は、平成１７年（２００５年）から緩やかに減少しており、平成２７年（２０１５年）

には３２，６２５人となっています。これまでの傾向から将来就業人口を推計すると、２０３０年に

は約２８，０００千人、２０４０年には約２４，２００人まで減少すると見込まれています。 

産業別就業者の割合では、サービス業や卸売・小売業を中心とする第三次産業が高い割

合を占めており、次いで製造業や建設業を中心とする第二次産業となっています。今後も第

一次、第二次産業の割合が減少し、第三次産業へのシフトが進行すると見込まれますが、総

就業人口が減少するため、第三次産業就業人口も減少することが予測されます。 

また、就業人口の割合を産業大分類別にみると、「製造業」「医療・福祉」「卸売業・小売業」

の順に高く、男性は「製造業」が、女性は「医療・福祉」の割合が群を抜いて高くなっています。 

 

      ■就業人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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第三次産業 第二次産業 第一次産業

2005 年 
平成 17年 

2010 年 
平成 22年 

2015 年 
平成 27年 

2020 年 
令和２年 

2030 年 
令和 12年 

2040 年 
令和 22年 

4,008 人 3,156 人 3,213 人 2,760 人 2,139 人 1,545 人 

11,201 人 9,719 人 9,902 人 9,157 人 8,072 人 6,813 人 

20,936 人 19,187 人 19,510 人 18,709 人 17,382 人 15,465 人 

（人） 

36,145 

32,062 32,625 
31,047 

28,025 

24,246 

第 １ 次産業 

第２次産業 

第３次産業 

※推計値 

2,528

30

598

24

2,725

6,970

389

187

1,467

4,437

711

199

668

1,213

903

1,560

4,346

383

1,469

1,255

1,619

2,669

41

503

16

2,678

7,208
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161

1,355

4,246

653

227
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1,208

874

1,529

4,815
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1,416

396
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分類不能の産業
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サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

（平成27年国勢調査）

男女別就業者人口

男性 女性■男性 ■女性 

男
女
別
産
業
大
分
類
別
就
業
者
人
口 
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     農業 

 

農業の経営体数は、減少傾向にあり、平成１７年（２００５年）には４，０４９あった農業経営体

は、平成２７年（２０１５年）には３，１２０になり、１０年間で９２９（約２３％）減少しており、農業従

事者の高齢化と担い手不足が課題となっています。 

農業産出額は、水稲、野菜が突出して多く、次いで果実、肉用牛、花きの順に高くなってい

ます。 

 

      ■農業経営体の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ■農業産出額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米 野菜 果実 肉用牛 花き ブロイラー 工芸農 
作物 

いも類 その他 
作物 

２０１４年（平成 26年） ■ ２０１5年（平成 27 年） ■ 

２０１6年（平成 28 年） ■ ２０１7年（平成 29 年） ■ 

（千万円） 

2005 年 
平成 17年 

2010 年 
平成 22年 

2015 年 
平成 27年 

（経営体） 

（農林業センサス） 

（農林業センサス） 

２ 
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     漁業 
 
 

本市の漁業は、海面漁業と内水面漁業があり、いずれも経営体数の減少に伴い、漁獲物

等の販売金額も減っています。 

 

 

      ■海面漁業の漁獲物等販売金額と経営体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■内水面漁業の漁獲物等販売金額と経営体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （漁業センサス、農業総算出額及び生産農業所得、都道府県別農業算出額及び生産農業所得、市町村別農業産出額（推計）） 
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３ 

※平成３０年の海面漁獲物販売金額は公表されていません。 
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     工業 
 

 

本市の工業の事業所数は、緩やかに減少していますが、従業者数は、平成２７年以降増加

しており、平成２９年（２０１７年）は過去最高の１０，７５９人となっています。 

また、平成２９年の製造品出荷額は、約３，５１６億７，５００万円となっています。平成２３年

（２０１１年）までは減少傾向にありましたが、平成２３年以降は回復基調にあります。 

 

      ■事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■製造品出荷額等の推移 
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     商業 
 
 

本市の商業の事業所数の推移をみると、平成２６年（２０１４年）まで減少していますが、それ

以降は５００台で推移しています。従業者数は、平成１１年（１９９９年）の４，８１７人をピークに減

少していましたが、平成２６年からは増加に転じています。 

年間商品販売額は、平成１１年（１９９９年）から平成２４年（２０１２年）にかけて減少傾向にあ

りましたが、その後は持ち直しています。 

 

■事業所数・従業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■年間商品販売額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,332 
1,243 1,236 

1,119 

996 
924 

659 
564 567 

4,592 4,509 
4,817 4,782 

4,282 4,224 

2,882 2,810 
2,994 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

400

800

1,200

1,600

2,000

1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012 2014 20161994 年 
平成６年 

1997 年 
平成９年 

1999 年 
平成 11年 

2002 年 
平成 14年 

2004 年 
平成 16年 

2007 年 
平成 19年 

2012 年 
平成 24年 

2014 年 
平成 26年 

2016 年 
平成 28年 

（事業所） （人） 

（百万円） 

68,189 

73,934 
76,479 

70,815 

63,047 
65,299 

44,618 
49,137 

61,780 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

1994 1997 1999 2002 2004 2007 2012 2014 20161994 年 
平成６年 

1997 年 
平成９年 

1999 年 
平成 11年 

2002 年 
平成 14年 

2004 年 
平成 16年 

2007 年 
平成 19年 

2012 年 
平成 24年 

2014 年 
平成 26年 

2016 年 
平成 28年 

（商業統計調査・経済センサス活動調査） 

（商業統計調査） 

５ 

事業所数 従業者数 



22 

 

 

 

１ 我が国を取り巻く社会的潮流 

 

     経済活動のグローバル化 
 

情報通信基盤や交通等の充実により、人、モノ、情報の流れは地域や国境を越え、世界規

模へと拡大しています。経済活動においてもグローバル化の進展や自由貿易化の流れが加

速するなど、国際競争力が一層求められる時代になっています。 

一方、新型コロナウイルスの世界的大流行により、人やモノ、サービスの流れが制限され、

とりわけ、インバウンド（訪日外国人観光客）需要の落ち込みにより、観光立国・日本の経済は

かつてない大きな打撃を受けています。 

我が国においては、令和３年（２０２１年）に延期開催となった「東京オリンピック・パラリンピ

ック」を始め、生涯スポーツの世界大会である「ワールドマスターズゲーム２０２１関西」、さらに

は「２０２５年大阪・関西万国博覧会」など大規模なイベントが控えており、新型コロナウイルス

感染拡大を早期に終息させ、インバウンド需要の回復につなげる必要があります。 

また、近年、アメリカやヨーロッパからの観光客に人気の高い「聖地巡礼の旅」へのインバウ

ンドの獲得は、四国遍路の世界遺産登録を目指す四国、そして本市にとって、新時代への飛

躍の大きな原動力になると期待されています。 

 

 

     地球環境・エネルギー問題の深刻化 
 

２０１５年９月の国連サミットにおいて、国際社会共通の目標として「持続可能な開発目標」

（SDGｓ）が採択されました。数ある課題の中で国連が重要視しているのが「気候変動」です。

地球温暖化の原因である温室効果ガスの排出量は、依然、増加しており、化石燃料の使用を

抑制することが大きな課題となっています。 

一方、東日本大震災以降、原子力発電施設の安全性が懸念されており、原子力や化石燃

料に頼らない新たなエネルギーとして、環境負荷の少ない再生可能エネルギーの普及促進に

向けた取組が喫緊の課題となっています。これらの目標を達成するためには、２０２０年からの 

１０年を“行動と変革の時代”にしなければならないと、警鐘が鳴らされています。 

こうした問題を解決するためには、温室効果ガスの排出を抑える低炭素社会、３Ｒ

（Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Ｒｅｃｙｃｌｅ（リサイクル）の３つのＲの総称）を通じ

て環境負荷を軽減する循環型社会、自然の恵みを享受し継承する自然共生社会を実現する

必要があり、かけがえのない恵み、豊かな地球環境を将来世代に引き継いでいくことができ

る持続可能な社会を形成していくことが求められます。 

個人や家庭、地域、事業者及び行政がそれぞれの立場で行動していくことが大切であり、

大量生産、大量消費、大量廃棄といった従来の経済活動や生活様式を見直す動きが広がっ

ています。 

第３章 社会経済の動向 

１ 

２ 
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２ 我が国における社会的潮流 

 

     人口減少、少子高齢化の進行で顕在化する諸問題 
 

我が国の人口は、平成２０年（２００８年）の１億２,８０８万４千人（国勢調査人口を基準に毎

年公表している人口推計による）をピークとして減少局面に入っており、少子高齢化の進行を

背景とした本格的な人口減少時代へと突入しています。 

人口減少、少子高齢化は、労働力の減少による経済活動の低下や市場の縮小を招くだけ

ではなく、経済成長を前提に設計された社会保障制度や人口増加を背景に一時期に集中し

て整備された社会基盤等の維持管理など、公的負担の増加が避けられない状況を生み出し

ています。 

また、都市部への人口集中は今後も続くものと考えられ、地域間での福祉や教育などの暮

らしに関する水準や経済活動の格差が拡大することが懸念されています。 

そのため、地方においては、移住・定住施策を始め、関係・交流人口の拡大や若者のふるさ

と回帰など、さまざまな人口政策を講じることにより、人口減少の抑制を図ることが喫緊の課

題となっており、同時に、過疎化が進む地域に暮らす人々が、地域コミュニティ機能を高めて

いくことが求められています。 
 

 

     安全・安心に対する意識の高まり 
 

近年、東日本大震災のような大規模地震や西日本豪雨などの大きな自然災害がたびた

び発生し、各地に甚大な被害をもたらしています。本市においても、南海トラフ巨大地震発

生のリスクが高まっており、事前復興の取組も含めた社会的な備えが急務となっています。 

また、世界的な大流行となった新型コロナウイルス問題では、未知の感染症に対する危

機管理意識が急速に高まり、感染拡大を防止するための社会経済活動のあり方や生活意

識・行動の変化が求められています。 

一方、高齢者などを狙った詐欺事件やインターネットによる犯罪、生活に身近な交通安全

や健康、食の安全など、日常生活におけるリスクは拡大かつ複雑化しています。 

また、地域や家庭における教育力の低下や社会全体のモラルの低下などにより、いじめ

や児童虐待、犯罪の低年齢化等の問題が深刻化するなど、地域レベルでの防災・減災、安

全・安心に対する危機意識はこれまでにないほど高まっています。 
 

 

     社会・経済情勢の動向 
 

日本経済は、ゆるやかな回復基調が続いていましたが、消費税増税にコロナ危機が加わ

ったことにより、現在は景気後退局面に入っており、企業の廃業や倒産に伴う失業者が増

加しています。 

新型コロナウイルス感染拡大による社会・経済への影響は長期化することが予測されて

おり、経済情勢は先行きが不透明な状況となっています。 

 

１ 

２ 

３ 
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     情報通信技術の進展 
 

インターネットや携帯端末などに代表される情報通信技術（ICT）の飛躍的な発展により、

誰もがいつ、どこにいてもほしい情報を容易に手に入れ、利用することが可能となり、人々の

生活を一変させるとともに、産業分野など社会経済全般にわたって大きな変革をもたらして

います。 

Society５.０¹で実現する社会は、Ｉｏｔ（モノのインターネット）ですべての人とモノがつなが

り、さまざまな知識や情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、分野横断

的な連携が可能になるといわれています。 

とりわけ、行政分野においても、防災や教育、福祉、保健など、さまざまな業務における市民

サービスの向上や事務の効率化に寄与することが期待されており、個人情報の保護や安全

性の確保、情報格差への対策などにも十分に配慮しながら、積極的な活用が進められていま

す。 

 

 

     価値観やライフスタイルの多様化 
 

時代の変化に伴い、個人の価値観やライフスタイルは多様化し、経済的な「物の豊かさ」よ

りも、ゆとりや安らぎといった「心の豊かさ」が求められるようになるとともに、集団行動や画一

性・均一性を重視する従来の価値観に代わり、一人ひとりの自由な考え方や個性が尊重され

る社会への転換が進んでいます。 

その一方で、個人を重視する価値観がもたらす弊害として、人と人とのつながりの希薄化

なども指摘されており、少子高齢化の進行や核家族・単独世帯の増加も相まって、地域コミュ

ニティの維持や活性化が重要な課題となっています。 

 

 

     地方分権の進展と行財政改革の推進 
 

国と地方とは対等・協力の関係にあるという考えのもと、一連の地方分権改革によって権

限や財源の移譲等が進められており、市民に最も身近な行政主体である市町村が自主性と

自立性を高め、市民自治を推進することにより、多様化する市民ニーズに的確に対応した特

色ある地域づくりが求められています。 

さらに、自治体の財政状況が厳しさを増す中、将来にわたって持続可能なまちづくりを進め

るため、行財政改革を積極的に推進し、健全な財政運営を堅持することが重要となっていま

す。 

 
 
 

 
¹ Society５.０（ソサエティ５．０）  政府が提唱する科学技術政策の基本方針の一つ。ソサエティ１．０の狩猟社会、２．０の農耕 

社会、３．０の工業社会、４．０の情報社会に続く、第５の社会（超スマート社会）を示します。 

４ 

５ 

６ 
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1.0～2.0

0.3～1.0

0.01～0.3

 浸水深（m）

３ 本市を取り巻く社会情勢 

 

     高速交通時代の到来 
 

近い将来、四国横断自動車道やそれに続く阿南安芸自動車道が開通する予定で、本市の

企業や生産者の安定かつ迅速な生産・物流活動を支えるだけでなく、災害時における緊急輸

送路や地域医療を支える道としての機能が期待されています。 

高速交通時代の到来を見据え、立地企業と 

周辺地域が持つポテンシャルを十分に 

生かした魅力あるまちづくりが 

求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

     南海トラフ地震対策 
 

今後、南海トラフ地震（Ｍ８からＭ９クラス）が、３０年以内に７０％から８０％程度、５０年以

内に９０％程度の確立で発生するとの予測が公表されており、巨大地震発生への社会的備え

が急務となっています。 

      特に、高度経済成長期以降に整備された道路や橋、トンネル、河川、下水道、港湾等の社会

インフラについては、今後、建築後５０年以上経過する施設の割合が加速度的に高まっていく

ことから、大規模自然災害に備え得る強靭な国土づくりが喫緊の課題であると言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳島県津波浸水想定 

（平成２４年１０月３１日公表） 

１ 

２ 
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     人口減少がまち・生活に与える影響 
 

私たちが日常生活を送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模の上に成り立っ

ています。必要とされる人口規模はサービスの種類によってさまざまですが、人口減少により、

こうした生活関連サービスの立地に必要な人口規模を割り込む場合には、地域からサービス

産業の撤退が進み、生活に必要な商品やサービスを入手することが困難になるなど、日々の

生活が不便になるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿南市 

（国土交通省（２０１４）「国土のグランドデザイン２０５０」） 

３ 
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１ 市民意識調査 

 

令和元年（２０１９年）９月１日現在で阿南市にお住いの満１８歳以上の方の中から、地区ごとに無

作為抽出した市民３，０００人及び市内の高等学校等に通学する２年生８０１人を対象に、市政に対

する評価や理想とするまちの姿などに対する意見を把握するためのアンケート調査を実施しました。 

 

   実施時期  令和元年９月１０日から１０月１５日まで 

方   法  ・市民向け 郵送による送付・回答、電子申請によるインターネット回答 

        ・学生向け 各学校に配布・回収を依頼 

回 収 数  郵送回答 １，１８０件（回収率39.3％）  インターネット回答 １２件 

        学生回答 ７７８件（回収率 97.1％） 

 

 

     本市の魅力 
 
 
        「豊かな自然環境に恵まれている」「市街地がちょうどよい規模で、ある程度の商業施設

が立地している」「美しい景色がある」の順に高く評価されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     まちづくりの方向性 
 
 

「人口減少はやむを得ないから、人口減少に対応したまちづくりを進める」という回答が、

全体の４割近くを占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 市民の意見 

１ 

２ 

（％） 

39.0 

24.5 

21.9 

14.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

人口減少はやむを得ないから、人口の
減少に対応したまちづくりを進める 

人口減少はやむを得ないが、人口の減
少を最小限にとどめる 

人口を増やす 

現在の人口を維持する 

29.7 

12.5 

11.5 

9.5 

9.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

(%) 

おいしい食べ物が多くあり、食文化が
豊かである 

豊かな自然環境に恵まれている 

市街地がちょうどよい規模で、ある程度
の商業施設が立地している 

美しい風景がある 

誰もが安全に安心して快適に生活す
ることができる 
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     理想とする将来のまちの姿（イメージ） 
 
 

「医療や福祉が充実し、安心して暮らせるまち」が最も多く、次いで「災害に強く、事故や

犯罪のない安全なまち」「利便性が高く、快適に生活できるまち」の順に多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     将来のまちづくりで重視すべきキーワード（言葉） 
 
 

学生、市民ともに「安全・安心」が最も多く、次いで「快適さ」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     理想とする幸福度に対する満足度 （幸福満足度） 
 
 

       理想とする幸福度に対する満足度（幸福満足度）は、前回の調査から３．８％上昇しました。 

 

 

 
93％ 9６．８％

以上 

学生 市民 

３ 

４ 

５ 

平成２７年度（前回） 令和元年度 
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     施策ごとの満足度・重要度 
 
 
 
 

 （１） 満足度 
 

  「消防・救急」「環境保全・ごみ処理」「子育て支援」「教育」の順に高く、「交通環境整備」

「産業振興」「都市基盤整備」の順に低くなっています。 

また、４段階で点数化（「満足１００点」「ある程度満足７５点」「やや満足２５点」「不満足

０点」）し、評価した結果、全体の平均値は６０．６点となっています。 

 

 （2） 重要度 
 

「保健・医療、社会福祉」「防災・防犯」「消防・救急」「交通環境整備」の順に高く、「国

内・国際交流・連携」「緑化・景観形成」「人権尊重・男女共同参画」「市民協働・地域コミ

ュニティ活動」の順に低くなっています。 

この中で、２の「重点投資」に該当する施策として、「防災・防犯」「交通環境整備」「産業

振興」「都市基盤整備」が挙げられています。このグループは、相対的に満足度が低く、

重要度が高いことから、最も優先して取り組むべき分野と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 防災・防犯 

70 

70 

 

引き続き重点的に 

取り組むべき分野 １ 
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重点投資 

事業を見直し、満
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めていくべき分野 ４ 

事業見直 

満足度を維持して

いくべき分野 3 
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２ 市民ワークショップ 

 

市民の視点に基づく本市の将来像やまちづくりの方向性についての自由な話し合いを通じ、総

合計画に反映させることを目的として、「市民ワークショップ」を開催しました。 

ワークショップでは、「フューチャーデザイン」（将来世代の視点に立ち、将来世代の利益を思考し

てまちづくりを考える）という手法を用い、過去の振返りを助走に４０年先の未来に飛び、未来人に

なって将来の夢からこれからのまちづくりについて考えました。 

 

   実施期日  令和元年１０月５日（土） 午後１時３０分から午後４時３０分まで 

                    ６日（日） 午前１０時から午後３時３０分まで 

   会   場  阿南市役所６階 ６０３・６０４会議室 

   参 加 者  ３０人（公民館長推薦１３人、市内在学の高校生１７人） 

   運営協力  大阪大学大学院工学研究科 

 

   【参加者から出された主な意見】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿南らしい阿南をつくる 高齢者と若年層がすみやすい 
まちづくり 

みんなが元気な町 誰もが住みやすい街 阿南 

阿南の魅力を世界へ One for all, all for one ANAN 

〇教育・医療の無償化、自然体験施設の整備 

〇長寿化に応じた高齢者支援と若者の就労支援 

〇高齢者向け IT 学習 

〇一次産業の専門学校設立・インターンシップ導入 

〇働く、遊ぶ場所を集約したコンパクトシティ 

〇避難場所の認知度向上、高齢者見守りで避難支援 

〇阿南の魅力や強みを伸ばす観光、特産品ブランド化 

〇Iot 環境や制度の充実による交通環境の整備 

〇高度化する技術を使いこなす人材育成・教育環境 

〇遠隔医療困難分野の医療拠点の適正配置 

〇地区別防災計画、事前復興計画の策定 

〇双方向通信のホームページ、交流商業施設の誘致 

〇一次産業体験ツアー 

〇古民家を利用したホテル、民泊で地域の魅力体験 

〇AI 警官が常駐する未来交番 

〇人生１５０年を考えた体づくり 

〇阿南駅から牛岐城趾公園までを光ロードに 

〇生物多様性を生かした伊島水族館 

〇来る場所、行く場所、集う場所を作ろう 

〇若者が活躍できる場所を作ろう 

〇予防医療で健康に暮らそう 

〇計画的にまちづくりを進めよう 

〇これらを進めるための「つながり推進課」を設置 

〇住みやすいまちづくりで企業・商業施設を誘致 

〇子育て環境の充実、LED 活用、移住者支援 

〇土地の有効活用で企業・商業施設を誘致 

〇空き家、未利用農地・山林バンクの創設・提供 

〇公共施設を企業・商業施設にコンバージョン 

〇公園・広場の整備 

〇授業料無償化、空き家を利用した学童保育 

〇働き方  在宅ワーク、企業誘致で雇用の場の確保 

〇魅 力  電力優遇制度、SNSを活用したイベント 

〇交 通  工業団地への道路整備 

〇高齢者向けマンションの整備や歩道整備 

〇高齢者と若者との交流 
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３ 意見募集 （パブリックコメント） 

 

（仮称）第６次阿南市総合計画基本構想（骨子案）に対する意見募集（パブリックコメント）を実施

し、市民等の皆様からさまざまなご意見、ご提言をいただきました。 

    

実 施 期 間  令和２年６月１日から同月１９日まで （１９日間） 

   意見書提出  １３人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・人口減少以外の社会の変化にも着目してはどうか。 

・人口減少を前提にしたまちづくりではなく、人口増加の工夫を模索するべきではないか。 

・人口減少、都市規模の縮小により、暮らしの充実感に欠けるという前提は正しいのか。 

・多様な生態系を生かしたまちづくりを取り入れてほしい。 

・阿南市は「新技術を有する工業都市」であることを、市民が自慢できるまちであり続けることを望ん

でいる。 

・県南の中核都市として、農林水産の地産地消やグローバル化に対応できる発信基地を構築する。 

・自然、産業、教育、自然エネルギー、水、食べ物、暮らし等が調和し、きらりと光るまちを目指す。 

・人口減は避けられず方向性は概ね良いと考えるが、暗く、悲壮感が漂っている印象を受ける。 

・ポストコロナ時代、製造業の国内回帰が議論され始めた今は、大きく脱皮できるまちづくりを描きう

る数十年に一度のチャンス 

・徳島県の人口減少が顕著となる中、広域的な視点も視野に入れながら、県南の中核都市としての

存在感をより高めることが目指すべき将来像だと思う。 

・「自然」、「さと」、「まち」、これらをうまく関連づけることによって形成される社会こそが、最も持続可

能な生存圏となるのではないか。 

まちづくり構想に対する意見 

・まちづくり構想案（理念）の中に持続可能というキーワードが触れられていない。 

・人口を増やし、中小商工業者を元気にさせること、南海トラフ地震と津波、那賀川・桑野川の氾濫

対策や引き堤防等の計画、住みやすい交通網なども視点として取り入れるべき。 

・全体の幸福と個人の幸福との両方からアプローチしていく視点があるのがいい。 

・次世代につなげる持続可能で活力あるまちづくりを行うためには、地域資源を生かした新産業が

必要である。 

・人口減少を是とせず、阿南市の有するポテンシャルを生かし、工業都市としてこれまでの成長発展

を継続することを主眼とするべき。 

・市民、企業、個人事業主が、人口減少を食い止める政策についての議論を継続していくべき。 

・急激な環境変化の中において、同じ戦略では持続可能とはなり得ない。 

・「次世代につなげる持続可能なまちづくり」が最上位にくるべき。 

・まちづくりの視点における上位概念は「地域の誇りづくり」であり、「活力」「持続可能」「革新・創造」

は、そのための手段でないか。 

・「持続可能性向上」は分かりにくいので、「持続可能な社会構築」としてはどうか。 

・「多様性と包摂性のある」という文章は難しく、やさしいことばへの置き換えを望む。 

まちづくりへの視点に対する意見 
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・総合計画は、阿南市がどういう市になろうとしているのかをアピールできなければ意味がない。 

・阿南市中心部への若者定住団地の新設など、独自性のある政策がほしい。 

・都市基盤に「安全」が入ることにより、安全で安心して住み続けられるまちの視点がはっきりする。 

・今後４０年で阿南市人口が半減することが見込まれているが、生き残る（持続可能性）ためには、阿

南市の豊かな自然を生かしたまちおこしのための産業が必要 

・高速道路の開通で利便性は飛躍的に高まるが、ストロー効果等によるマイナス効果も顕著になる。 

・次世代を担う人材育成が必要である。 

・津波に強い防潮堤を整備してほしい。 

・グローバル化に対応できるまちづくりを。 

・SDGs の趣旨である経済・社会・環境の統合的解決ができるのか疑問である。 

・市独自にどういう支援ができるのか、周辺の市町と連携しながら何ができるのか、県には何が提案

できるのかを書き分けて政策化してほしい。 

・柱のフレーズを短くすることで、政策分野が他の案よりわかりやすくなると思う。 

・持続可能なまちづくりを目指すのであれば、「SDGs」の基本理念である内容も盛り込んだ「誰一人

取り残さないまちづくり」というような表現があってもよいのではないか。 

政策の柱に対する意見 

・第６次総合計画基本構想を取りまとめるにあたり、第５次総合計画の評価を行う必要がある。 

・基本構想は大変重要であり、他の市町村と同じような内容ではいけない。 

・積極的にＳＤＧｓを計画に取り組んではどうか。将来的に、計画期間内にＳＤＧｓが変更された場合には、

適宜計画の見直しを行えばよいと考える。 

・今後４０年で人口の半減が予想される阿南市において、環境、社会、経済の３つの観点から持続可能な

阿南市をつくらなくてはならない。 

・民間企業や商店、オフィス等が出店しやすいまちづくりが最も優先課題だと思う。 

・時代の流れは速く、スピード感が求められている。広く会議を興し、万機公論に決すべきだと思う。 

・SDGs を進めるには、新たな部署と阿南独自の Local SDGs の宣言と推進が必要である。 

・「総合計画」の機能の一つに、「明るい未来に向かって、今は苦しくても、市民みんなで頑張ろう！」という

メッセージ性がある。 

・４０年先というのはあまりにも遠すぎる。市民の大半（４０代以上）は、その検証や責任を持つことが困難

であり、夢物語になるおそれがある。 

・今後の総合計画基本構想の実現に向けたロードマップを示していただきたい。 

自由意見 
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１ 人口減少、少子高齢化への対応と地方創生 

 

本市の将来推計人口は、１０年後の２０３０年に約６１，０００人に、４０年後の２０６０年には約 

３８，０００人まで減少することが見込まれています。 

本市は、団塊ジュニア世代の人口規模がさほど大きくないため、高齢者人口のピークは国や県

に比べてピークが早く訪れ、それに応じて人口減少と少子高齢化も早く進行し、その速度は、今後

更に加速することが予想されています。 

将来推計人口の年齢構成比の変化では、年少人口（0-１４歳）は２０１５年の１２．８％から２０６０

年には９．７％に低下する一方、老年人口（６５歳以上）は 30.6％から４１．３％に高まり、今後、更

に少子高齢化が進むと予想されています。また、生産年齢人口は、56.6％から４９．０％に減少す

ると見込まれており、労働力の確保と労働生産性の向上は急務の課題といえます。 

一方、４０年後（２０６０年）の人口の分布は、全体の半数近くが那賀川町、羽ノ浦町に偏在すると

見込まれており、今後は、人口減少や少子高齢化の進行状況が地区によって異なることを踏まえ

た施策の展開が求められます。 

市民意識調査では、今後のまちづくりの方向性として、「人口減少社会に対応したまちづくりを

進めるべき」という回答が最も多いことからも、持続可能なまちづくりが求められています。  

こうした人口減少問題への対策として、本市では「阿南市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策

定し、人口減少の抑制と人口減少社会への備えを推進しており、今後も国・地方の総力を挙げて

地方創生に取り組んでいく必要があります。 

 

 

２ 市民生活の安全・安心の確保 

 

市民意識調査によると、「災害に強く、事故や犯罪のない安全なまち」は、理想とする将来のまち

の姿の第２位（１９．１％）となっており、また、今後重要とする施策として「防災・防犯」「消防・救急」

が上位に挙げられています。安全・安心の確保は、市民にとって最も基本的なニーズであることか

ら、非常に関心の高いテーマとなっています。 

昨年度に実施した基礎調査において、本市の市民１万人あたりの医師数が１６．５人で、１１の比

較対象都市の平均（３７．５人）の半数以下であり、歯科医師数（６．５人）や薬剤師数（１７．３人）も、

１１市平均（歯科医師数１０．１人、薬剤師数３３．５人）を下回っていることがわかりました。市民の不

安を取り除き、安心して医療が受けられるための医師不足の解消が求められています。 

また、度重なる台風の襲来や南海トラフ巨大地震が発生した際に、多大な被害が発生すると予

測される本市にとって、大規模災害に耐え得る強靭な国土をつくることは、市政の最重要課題の一

つであり、今後、高齢化が進む中、災害対応を担う人材を育成する観点からも、継続的な防災・減

災の取組が必要とされています。 

第５章 本市を取り巻く環境の変化への対応 
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３ 健康で快適な地域共生社会の実現 

 

健康の維持・増進への高い関心を反映して、市民意識調査においても「医療や福祉が充実し、

安心して暮らせるまち」が、理想とする将来のまちの姿の第１位（２０．６％）となり、重要とする施策

の１位に「保健・医療、社会福祉」が挙げられています。 

人生１００年時代に、高齢者から若者まですべての市民に活躍の場があり、すべての人が元気に

活躍し続けられる、健康で快適な地域共生社会をつくることが重要な課題となっています。 

また、食生活や運動不足に起因する生活習慣病の増加や高齢化の進行に伴う要介護者の増加

が社会的課題となるなど、生活習慣の改善や介護予防を通じた健康寿命を延伸する取組の重要

性が強く認識されるようになっています。 

 

 

４ 都市の魅力の創出・向上と発信 

 

市民意識調査によると、本市の魅力として「豊かな自然環境に恵まれている」「市街地がほどよ

い規模で、ある程度の商業施設が立地している」「美しい景色がある」が上位に挙げられています。 

人口減少時代において、本市が今後とも持続的な発展を遂げるためには、本市が持つ優位性

や地域資源を磨くと同時に、新たな魅力を創出し、まちの内外に対し効果的に発信することにより、

「住んでみたい、住み続けたい、住んでよかったとしあわせを実感できるまち」という評価を高め、

住民の定着や若い世代の流入、さらには交流人口・関係人口の増加を促し、地域活性化の好循環

へとつなげていくことが重要です。 

 

 

５ 持続可能なまちづくりの推進 

 

本市の財政状況は、生産年齢人口の減少に伴う税収の減少や高齢化の進行による扶助費の増

加等により、今後ますます厳しさを増していくことが予想されています。 

また、高度経済成長期以降に相次いで整備した道路や橋りょう、上下水道等の社会基盤や公共

施設の老朽化が進行する中で、その改修・更新費用をすべて負担し続けることは困難であり、再

編や長寿命化等を通じた適正配置が大きな課題となっています。 

こうした状況に対応するためにも、健全で持続可能な行財政基盤の構築に向け、財源の安定的

な確保とともに、職員の意識改革や行財政改革への不断の取組が一層求められています。 

また、世界経済、気候変動、感染症などの地球規模の課題や貧困、格差などの社会問題といっ

た課題に対して、経済・社会・環境の三側面から統合的に取り組み、持続可能な世界の実現を目

指すＳＤＧｓの推進は、現在のグローバル社会のもとで重要なものとなってきており、今後の１０年

を２０３０年の目標達成に向けた「行動の１０年」とすべく、国を始め、地域、企業、個人が一体となっ

て積極的に取り組んでいくことが求められています。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企画部 企画政策課 
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